


 

マクロ的な観点で土砂収支の変遷を把握した。そのうえ
で近代から現在までに得られている地形資料、航空写真、
深浅測量資料等によって土砂動態や土砂収支を調査し、
河川の供給土砂量、海岸施設の設置、浚渫、土地利用が
海岸地形に及ぼしてきた影響を把握した。 
今回の調査結果より、鳥取沿岸全域の 1969 年と 2003
年の汀線を比較した汀線変化図を図-1に示す。この図を
見て明らかなように鳥取沿岸のほぼ全域で侵食が進み、
侵食量の多いところでは35年間で50mを超えている。特
に鳥取砂丘前面のその量は40m。反対に港湾や漁港に近接
した場所では堆積が進んでいる。また、海岸侵食のメカ
ニズムを解明するため、分析を進めた結果、海岸での土
砂バランスの崩れに起因して生じていることが解った。 
例えば、一方向の沿岸漂砂が卓越する海岸に防波堤が
延ばされれば、上手側で堆砂が生じ、下手側で侵食が起
こる（図-5）。同様に、沖合に防波堤が建設されて波の遮
蔽域が形成されれば、波の遮蔽域に砂が堆積し、周辺海
岸では侵食が進むこともある（図-3,4）。これらは全て人
間側の活動が引き金となって生じたことである。このよ
うにして、鳥取沿岸の海岸侵食要因を分析した結果、鳥
取県内各地の海岸で次に示す７つの海岸侵食要因が単独
あるいは重複しながら発生したと推察される（図-2～8）。 
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図-2 河川供給土砂量の減少に伴う海岸侵食 
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図-3 防波堤等による波の遮蔽域形成に伴って周辺 
海岸で起こる海岸侵食 
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図-4 港湾・漁港の航路浚渫等海砂利採取に伴う海岸
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図-5 卓越沿岸漂砂の阻止に起因する海岸侵食 
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図-6 侵食対策のための離岸堤・人工リーフ建設に起

因する周辺海岸の侵食 
 
 

 
図-7 保安林の過剰な前進に伴う海浜地の喪失 
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図-8 護岸の過剰な前出しに起因する砂浜の喪失 

護岸の過剰な前出しに起因する砂浜の喪失（上図） 

護岸の過剰な前出しに起因する砂浜の下手側の侵食（下図） 

 
３．土砂問題解決に向けた対応策の必要性 
（１）総合的な土砂管理による海岸保全の必要性 
海岸において、防護、環境、利用のすべてに共通する
基本要素は砂浜であり、調和のとれた海岸づくりを実現
するためには砂浜の保全が基本である。一方で、砂浜は
極めて脆弱であり、内外の要因により変動・変形、海岸
侵食等を続けている。 
前述したように現在まで実施されてきた海岸侵食対策
は、海岸侵食等が起こってから対症療法的に各種構造物
の設置により海岸防護が図られてきた。これらの「ハー
ドな対策」は、堤防・護岸・突堤など汀線近傍に建設さ
れ背後の陸域を侵食から守るものから、離岸堤・人工リ
ーフなどのようにやや沖合に建設して消波機能をもたせ、
海岸を保全しようとするものに進化してきた。 
最近では、土砂を人工的に供給する養浜、沿岸におけ
る土砂の流れを回復するサンドバイパス、サンドリサイ
クルなどの「ソフトな対策」の重要性が認識されており、

「ハードな対策」と「ソフトな対策」を効果的に組み合
わせて行くことが必要である。 
このような中、海岸保全の中長期的なあり方を検討し
た土木学会海岸保全中長期展望検討小委員会（2002 年）
の提言において、「流域の土砂動態の把握と適正管理」が
指摘されたことを受け、今後の海岸保全のやり方として、
土砂の移動を様々な面から検証し、適正に制御すれば海
岸侵食等を効率的・効果的に解決できると考えた。 
このため、河川流域と漂砂系注２）を含む流砂系を対象と
して土砂を適正に管理するため、鳥取県独自の総合的な
土砂管理のルールづくりが必要となった。 
（２）土砂問題を解決する近道 
総合的な土砂管理とは、河川流域と漂砂系を含む流砂
系を対象として土砂管理ルールに基づいて土砂管理目標
を定めて問題解決の対策を実施するものである。 
鳥取県の現状としては、 
○海岸侵食が進行しており、これまでの対処療法的な
対策では海岸侵食を防ぐことができない状況にあり、
抜本的な対策として早急に総合的な土砂管理を行う
必要がある。 
○鳥取県の中で土砂生産性の高いと考えられる大河川
（千代川、天神川、日野川）において支川にはダム
が設置されているものの、本川にはダムが設置され
ておらず土砂移動の連続性が断たれている状況には
ないと考えられる。 

といった状況にあり、土砂生産の問題よりも海岸部での
土砂移動を適正化していくことが、鳥取沿岸の土砂問題
を解決する近道であると考えた。一方、海岸侵食の問題
を早急に解決しなければ、海岸の状況はさらに悪化して
いくばかりである。早急に海岸侵食を止めるため、まず
は可能な部分からでも総合的な土砂管理を実施していく
ことが重要であると考えた。 
 
４．目指すべき海岸の姿／総合的な土砂管理の目標 
（１）目指すべき海岸の姿 

「流砂系における量と質（粒径）のバランスのとれた

土砂の流れの連続性の確保・回復を目指す。」ことを目指

すべき海岸の姿、すなわち鳥取沿岸の総合的な土砂管理

の目標として定めた。その目指すべき海岸の姿のイメー

ジを図-9 に示す。流砂系毎またはポケットビーチ注３）毎

に下記に示すA)B)C)の３つ事項に基づいて、具体的な土

砂管理の目標を定めることによって、沖合の海底地形か

ら砂丘を形成する飛砂まで含めた海岸地形を自然な状態

で保全することができるものと考えた。 

A) 自然の土砂の流れを正しく理解し、人的行為が土砂

の流れに影響を与えているならば、その影響を緩和

したり復元したりする。 



 

B) 各管理者は、流砂系内の土砂の連続性を回復するた

めの目標値を協働して設定する。目標値は、連続性

を確保するための目安であり、流砂系内の土砂動態

を考慮した土砂移動量等とする。 

C) 「○m の浜幅の確保」「◎m の汀線の前進」といった

平面的な海岸の形や構造物の配置を目指すもの 

ではない。 

（２）連携による総合的な土砂管理の実施 

さらに、鳥取沿岸の総合的な土砂管理の行動目標とし

て、「目指すべき海岸の姿を達成するために、流砂系に係

わる人々が、土砂に係わる問題を共有し、個々の立場を

尊重して各々の役割分担のもと連携しながら土砂問題の

解決を図る。」ことを掲げた。このような行動目標を定め

たことが、鳥取沿岸の総合的な土砂管理の特徴の一つで

ある。 
鳥取沿岸の総合的な土砂管理では、「流砂系」「ポケッ
トビーチ」を単位とし、「流砂の下手側」「流砂系内のバ
ランス」に必ず配慮し、土砂問題への対応策を実施する
ことになる。このためには、各管理者は、土砂問題の被
害者、加害者意識を捨て、同じテーブルにつき土砂問題
を共有し、解決しながら土砂管理の目標を達成しなけれ
ばならない。各管理者は、自分たちが実施する各管理領
域での土砂問題の対策が他の領域に与える影響を理解し、
それぞれの立場を尊重しながら各々の役割分担のもと１
つの目標に向かって協力していくことが必要である。 
 
５．具体的対応策／土砂管理の本質となる対応策 
（１）鳥取沿岸の総合的な土砂管理の基本原則 
鳥取沿岸の総合的な土砂管理の基本原則は、県民への
情報公開と県民の監視のもとにPDCAサイクルによって土
砂管理を実施し土砂の連続性を確保・回復することであ
る。 

PDCA サイクルとは、図-10 に示すとおり土砂管理計画

（Plan）を立て、対策を実施（Do）し、実施状況等をモ

ニタリング（Check）し、計画と実施の評価（Action）を

行うという工程（サイクル）を継続的に何回も何回も繰

り返し実施することにより、目標に近づけていく仕組み

（スパイラルアップ）である。流砂系毎にPDCAサイクル

により新たな知見を蓄積し、それまでの土砂管理を評価

することによって、次の土砂管理計画を策定し、目指す

べき海岸の姿へ向かって継続的に土砂管理を実施する。 

 
（２）土砂管理の本質となる対応策 

土砂の流れは連続しており、個々の場での対策がその

場で効果を発現したとしても、その他の場に悪影響を与

え、新たな土砂問題を発生させるという「負の連鎖」を

断ち切ることが土砂管理の中でも最も重要である。鳥取

沿岸の総合的な土砂管理では、「構造物の設置を要しない

土砂の流れの連続性を確保するための対応策」を本質的

な対策と位置付けた。 

構造物の設置を要しない対応策を実施しても、長期的

な視点からの土砂収支や費用バランスを加味した上で目

指すべき海岸の姿を実現することが困難であると予測さ

れる場合には、「構造物の設置による土砂の流れを制御・

調整するための対応策」を実施することとした。この対

応策では、防護、環境、利用に配慮した必要最小限の構

造物の整備等によって海浜の安定化を図るとともに、土

砂の収支バランスの変化による侵食なのか、自然変動の

範囲内のなかを見極めることが重要となる。 

（３）流砂系における土砂管理計画の策定 
河川と海岸を一体とした流砂系の総合的な土砂管理の
ための計画を策定するために、一次元河床変動計算と熊
田らの混合粒径の分級過程を考慮した海浜変形予測モデ
ル３）４）を組み合わせることにより、長期的な視点で河川
と海岸が一体となった流砂系の土砂収支の変遷を定量化
し、目指すべき海岸の姿に向けた土砂管理計画を策定し

図-9 目指すべき海岸の姿のイメージ図 
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図-10 県民への情報公開とPDCAサイクルによる鳥取
沿岸の総合的な土砂管理の実施 



 

た５）。本論文では、千代川流砂系を対象に土砂管理計画の
策定事例を紹介する。なお、本ガイドラインでは、図-11
に示すとおり千代川流砂系の他に天神川流砂系、日野川
流砂系とポケットビーチの浦富海岸、気高海岸、青谷海
岸を対象に土砂管理計画を策定した。 

①千代川流砂系の概要 
千代川は、その源を鳥取県八頭郡智頭町の中国山地
（1,319ｍ）に発し、途中、佐治川・八東川・砂見川・袋
川・野坂川等の支川を合わせながら北流し、鳥取平野の
中央を貫流して、鳥取市賀露町より日本海に注ぐ。その
流域面積は1,190km２、長さ52kmで流域形状は放射状を呈
している。千代川河口西側（左岸側）に鳥取港、東側（右
岸側）に日本有数の鳥取砂丘が広がり、海岸部は東側の
岩戸漁港から西側の白兎海岸に至る延長約15kmの砂浜海
岸である。 
②長期的な土砂収支の変遷 
まず、流砂系の総合的な土砂管理を策定するにあたり、
ダム、港湾、漁港及び海岸保全施設等の構造物が無く、
砂利採取が行われていなかった時代の自然状態の土砂の
流れを熊田らの混合粒径の分級過程を考慮した海浜変形
予測モデルによって再現した。自然状態の海岸を出発点
として、その後の人的インパクトが土砂の流れに与えた
影響と土砂収支の変遷を把握することで、土砂問題を浮
き彫りにすることが重要であると考えた。土砂収支の変
遷は次に示すA)B)のように土砂収支図を作成した。 
 
 

A) 自然状態の土砂収支図 
自然状態の海岸部の土砂収支図を図-12に示す。河口に
デルタ地形が形成され、千代川の左右岸へ3.4万m3/年の
沿岸漂砂量があり堆積性の砂浜が形成されていた状況を 
再現した。なお、本計算条件は以下のとおりである。初
期地形は1/50の平均海底勾配、波による地形変化の限界
水深は hc=10m とした。入射波は、鳥取港の 1990～2003
年の観測によるエネルギー平均波より砕波波高 Hb=1.57m、
周期T=6sを直線汀線に波向直角入射で与えた。千代川か
らの供給土砂量は、一次元河床変動計算によって算出し
た8万m3/年を与えた。これは、汀線変化に直接寄与しな
い 0.15mm 以下の細粒分（Wash Load）を除外した供給土
砂量であり、縄文海進時代以降、千代川によって形成さ
れた沖積平野の土砂量から推定した結果と比較し妥当性
を確認した。 
B) 2003年現在の土砂収支図 
自然状態の海岸部の土砂収支を初期条件に、千代川の
河口付け替えと鳥取港の建設、岩戸漁港の建設、突堤や
人工リーフの設置、港内の浚渫土砂の沖捨て、千代川で
のダム建設や砂利採取の影響による供給土砂量の減少を
加味しながら現在までの土砂収支の変遷を再現した。 
2003 年現在の土砂収支図を図-13 に示す。本計算の妥当
性は、図-14に示す空中写真から読みとった汀線変化量と
計算値との比較によって確認した。ダム建設や砂利採取
等によって千代川の供給土砂量は7.1万m3/年まで減少し
た。千代川左岸側では鳥取港建設により千代川からの土
砂供給が絶たれ、沿岸漂砂量は0万m3/年である。このた
め、人為的に土砂を供給しない限り自然状態の土砂の流
れを回復することができないことがわかった。千代川右
岸側では、鳥取港の防波堤により波の遮蔽域外から遮蔽
域内への土砂移動である鳥取砂丘前面から千代川への向
かう沿岸漂砂が再現された。この沿岸漂砂の向きは自然
状態の向きとは逆向きであり、本来鳥取砂丘の前浜にあ
るべき土砂が浚渫によって沖捨てや埋立て等されている
状況を把握することができた。岩戸漁港も同様に波の遮
蔽域外から遮蔽域内への土砂移動が再現され、浚渫土砂
が沖捨てや埋立て等される状況を把握することができた。 

図-11 土砂管理計画を策定した流砂系・海岸 
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図-12 自然状態の海岸部の土砂収支図 
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③目指すべき海岸の姿に向けた土砂管理計画の策定 
以上の検討から千代川流砂系の土砂管理計画を図-15
に示すとおり策定した。千代川流砂系では、鳥取砂丘前
面にあった土砂が鳥取港へ移動し、その浚渫土砂が沖捨
てや埋立てされることによって、鳥取砂丘が失われてい
くことが最も大きな土砂問題と考えた。これを解決する
ために、浚渫土砂の沖捨てや埋立てを禁止し、鳥取砂丘
前面の波による地形変化の限界水深である 10m 以浅に投
入するサンドバイパスを実施することとした。 
千代川流砂系の全体としては、千代川から海岸への供給
土砂はあまり変わらないが、海岸部に設置した施設と浚
渫土砂の沖捨て等の影響によって土砂のバランスが崩れ
侵食が発生している海岸である。このため、堆積箇所か
ら侵食箇所へ土砂を投入するサンドバイパスやサンドリ
サイクルを行う「構造物の設置を要しない土砂の流れの
連続性を確保する対応策」を基本として、土砂の流れの
連続性、土砂収支バランスの確保・回復を図る土砂管理
計画を策定した。なお、土砂管理の目標値（数値）は、
過去からの推定による年平均値を示しており、遵守すべ
き目標値（数値）ではない。実際の堆砂量、浚渫量並び
に土砂の質等に応じてバランスのとれた目標値（数値）
と投入場所を考えながら、土砂の連続性を確保する行為、
土砂管理計画に従った行為が重要である。 
④土砂砂管理計画の実施による将来予測 
熊田らの混合粒径の分級過程を考慮した海浜変形予測
モデルによって、土砂管理計画による対策の有無につい
て50年後の汀線変化を予測した結果を図-16に示す。鳥
取砂丘前面の汀線は、対策を実施することで現在より60m

程度汀線が前進する。対策を実施しない場合には現在よ
り 20m 程度汀線は後退する。白兎海岸でも対策を実施す
ることによって汀線が前進する。総合的な土砂管理を実
施することによって、鳥取砂丘は蘇り、自然な砂浜が回
復することが期待できる。 
 
６．鳥取沿岸の総合的な土砂管理の実施とその効果 
（１）政策的な効果 
本ガイドラインにより土砂管理に係わる各管理者の連
携が強化され、限られた予算の中でより効率的・効果的
な土砂問題解決の施策を行うことができるようになるも
のと考える。また、県民への情報公開と監視のもと鳥取
沿岸の総合的な土砂管理を実施することになるので、県
民が土砂問題や海岸や河川に関する情報を得る機会が増
え注目されることによって拘束力となり、土砂管理計画
がより推進されることも期待できる。 
鳥取沿岸の総合的な土砂管理の実施によって、最終的
に、砂浜の保全・回復による”魅力ある県土づくり”と
“まちの活性化”に貢献できるものと考える。 
○レクリエーション空間の創出 
○地元ボランティアとの連携 
○美しい景観形成による魅力向上 
（２）技術的な効果 
 流砂系の土砂収支の変遷の定量化では、現在得られる
限られたデータを用いて土砂管理の方向性を見誤らない
よう長期的、マクロ的な観点で土砂収支の精度を保つモ
デルを構築した。本ガイドラインでは、土砂動態の実態
や土砂管理の対策の効果については、不明な点が多くあ
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図-14 千代川流砂系の海岸部の空中写真から読みとった汀線変化量と計算値との比較（1947～2003 年） 

 



 

るため、土砂管理の実施状況を確認し、対応策の効果・
土砂環境の変化・構造物の維持管理状況等を把握するモ
ニタリングをPDCAサイクルの中で実施することを位置付
けた。モニタリングによって得られた知見や積み重ねた
議論の蓄積を基に、土砂動態変化の予測精度の向上や対
応策の評価手法の改善等の技術的発展にも寄与するもと
考える。 
 
７．おわりに 
 本ガイドラインの策定に当たっては、鳥取県が平成15
年度から既存資料収集、現地調査等を実施し、鳥取沿岸
における土砂問題の分析や土砂移動のメカニズムを解明
し、土砂移動の適正な制御の必要性を明らかにした。ま
た、県民の意見を反映するため、土砂問題に対する認識、
本ガイドライン策定の必要性及び鳥取の海岸に対する想
い等に関するアンケート調査を実施した。さらに、海岸
工学のみではなく、幅広い分野からの意見を取り入れる
ため、検討委員会を設置し公開のもと検討を進めた。 
 今後は、本ガイドラインに基づいて、土砂に係る各管
理者（河川・海岸・港湾・漁港・保安林・ダム・砂防管
理者等）及び利用者が土砂問題について共通認識を持ち、
個々の管理者への責任追及論ではなく、10 年、100 年後
を見据え、さらには、これまでの各管理領域に囚われず、
各管理者が連携し、県民共有の財産である砂浜海岸を保
全し、回復を図る取り組みを続ける必要がある。 

 最後に、本ガイドラインの策定にあたり、鳥取大学の
松原教授をはじめ、(財)土木研究センターの宇多理事、
(独)港湾空港技術研究所の栗山漂砂研究室長、東京大学
の佐藤教授、国土技術政策総合研究所の福浜海岸研究室
長、鳥取大学の赤木名誉教授、並びに鳥取環境大学、鳥
取県漁業協同組合ほかより、多大なるご協力・ご指導を
受け、感謝するとともに敬意を表する。 
 
追記：鳥取県議会平成17年９月定例会の一般質問で、鳥
取砂丘の保全に関し「鳥取砂丘に海岸からの砂の供給が
少なくなっているのではないか」と指摘があった。これ
に対して知事は、「本ガイドラインを策定し、これに基づ
く施策に取り組み始めている。」と答弁し、関連して本ガ
イドラインに基づいたサンドリサイクルの実績報告がな
された。 
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図-15 千代川流砂系の土砂管理計画 

 

A B C D E F G H I

千代川流砂系　対策ありなしの50年後の汀線変化量の比較

-100
-80
-60
-40
-20

0
20
40
60
80

100

9
-
1

9
-
5

9-
1
0

9-
1
5

9-
2
0

9-
2
5

9-
3
0

9-
3
5

9-
4
0

9-
4
5

9-
5
0

9-
5
5

9-
6
0

9-
6
5

9-
7
0

10
-
1

10
-
5

1
0-

1
0

1
0-

1
5

1
0-

2
0

1
0-

2
5

1
0-

3
0

1
0-

3
5

1
0-

4
0

1
0-

4
5

1
0-

5
0

1
0-

5
5

1
0-

6
0

1
0-

6
5

1
0-

7
0

1
0-

7
5

1
0-

8
0

汀
線

変
化

量
(m

)

対策なし

対策あり

岩戸漁港

千
代
川

鳥取空港 鳥取港

塩
見
川

 
図-16 千代川流砂系の土砂管理計画実施による汀線変化予測 
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